
















人事情報は,人 的資源管理における一大情報源であり,こ れを大きく二分すると,「 職務 に関
する情報」と 「従業員に関す る情報」に分けることができる[1]。 前者の職務に関する情報には,
職務分析に基づ く職務評価,職 務記述書,職 務明細書等が属 し,後 者の従業員に関する情報には,
人事考課情報,給 与情報,勤 怠情報,職 業適性検査情報,性 格検査情報,履 歴書等が含まれる。
これらは,人 的資源 「管理」あるいは人事 「管理」のさまざまな局面に離 して,職 務 と従業員に
関する貴重な情報を提供するものである。筆者 も,従 来の研究[2]一[8]に おいて,上 記の人事
考課を人事情報 「管理」の核 となるシステムとして位置づけてきた。
しかし,近 年,組 織におけるエンパワーメン ト[9],[10]や 水平的コーディネーション[11],
[12]が 注目される傾向にある状況の中,「 はた して人事情報は管理のみのためのものなのか?」
という疑問が筆者の中で生 じてきた。すなわち,一 方で担当者の自律性,能 動性を重視 したアプ
ローチによる 「支援研究」を行いなが ら,も う一方では人事情報を人事管理のためのものとする
「管理研究」を展開してきたという自己矛盾である。
本研究は,こ のような問題意識に基づき,人 事情報の役割を,「管理」と 「支援」の側面から
考え直そうとするものである。そこで,筆 者の所属する 「支援基礎論研究会」による支援研究
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[13]と,人 事情報 ・人事考課に関する筆者の一連の研究[2]一[8]を ふまえた上で,「 人事情報
に関する二段階の管理一支援フレームワーク」を提案することにより,組 織における人事情報の
役割に関 して新たな視点を与えることを試みる。このフレームワークは,筆 者の 「図書館におけ
る二段階の管理一支援モデル」[14]を 人事情報の領域に拡張 したものであ り,こ れによ り,管
理者(支 援者)や 人事スタッフによる実務担当者への管理と支援を,人 事情報が支援するという
二段階の過程を表現することができる。
その上で,人 事情報管理は 「情報を管理」するものであり,そ の情報は人的資源を管理するも
のとは限 らないことを指摘す る。 これは,人 事情報が人的資源の管理のみな らず,人 的資源の支
援のための ものであるという立場を意味 し,上 記の 「図書館における二段階の管理一支援モデル」
における 「管理は管理を生みやす く,支 援は支援を生みやすい」 という考え方の延長線上に位置
づけられるものである。
さらに,人 事情報の核となる人事考課において,処 遇(昇 進 ・昇格,昇 給,賞 与)を 目的とし
た場合は管理に結びつきやす く,教 育訓練や適正配置を目的とした場合は支援に結びつきやすい




人事情 報 には,上 で も述べ たよ うに,大 き く分けて 「職務 に関す る情報」 と 「従業員 に関す る
情報」 があ り,前 者 には職務分析 か ら得 られ る職務記述書,職 務 明細 書,職 務 評価が,ま た後者
には人事 考課,職 業適性検査 や性格検 査の結果,履 歴書 等が含 まれ る(図1)。 これ らの』中で,
中心 的役 割を果 たす もの は,'「職務 分析」 と 「人事考 課」で あ り,そ れ ぞれが職 務 に関 す る情 報
と従業員 に関す る情報 の核 となる。
近年 の コンピュータお よび その ネ ッ トワー クの急速 な発達 にと もない,こ れ らの情報 は時系列
的 に蓄積 され,多 くの場合 コ ンピュータにデータベ ースを形成す るよ うにな ってい る[3コ 。 この
デー タベ ースか ら抽出 した情報は,経 営管理 の多 くの領域 に活用 され てお り,そ のための システ
ムは 「人事情報 システム」 と呼ばれ る。 さ らに,人 事情報 システムと他 の情報 システム(例 えば,
生産 管理 システム,販 売管理 システ ム,会 計 システ ム等)を リンクさせ よ うとい う動 きが活発 化
人 事 情 報
職務に関する情報:職 務分析(職 務記述書,職 務明細書,職 務評価)
従業員に関する情報:人 事考課,職 業適性検査,性 格検査,履 歴書,
勤怠実績表等
図1人 事情報の構成(尾 関 ・山下[4])
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図2人 的資源管理の個別分野
しており,よ り広い範囲への人事情報の活用が試みられている。
人事情報管理の目的は,人 事情報の設計,収 集,整 理,分 析を通 じて,雇 用管理,賃 金管理等
の人的資源管理の領域に貴重な情報を提供することにある(図2)。 これは,人 的資源管理のさ
まざまな領域に対する情報提供面での 「支援」を意味する。
一般に,人 事情報管理は,「職務に関する情報」と 「従業員に関する情報」 の両面か ら人事情
報を管理するものである,と いう位置づけがなされているが,「 情報を」を 目的語 として捉える
のであれば 「管理」で良いが,も う少 し大 きな視点(人 的資源管理全体)か ら見るとすれば,人
事情報は 「人的資源を管理するための情報なのか,そ れとも支援するための情報なのか」 という
疑問が生 じる。 もちろん,二 者択一的なものでないことは明 らかであるが,従 来は 「人的資源を
管理するための情報」という位置づけに偏 っていたように思われる。本研究は,こ のような問題
意識の上に立って,人 事情報管理を再検討 しょうとするものである。
3.「 支 援」 研究 の展開
テーラーの科学的管理法以来,企 業では3M(Man,Money,Material)の経 営資 源 を いかに
「管理」 し,効 率的な活動を展開す るかに高 い関心 が寄 せ られて きた。そ こで,こ れ ら3Mの そ
れ ぞれに対応 して人事 ・労務 管理,財 務管理,生 産管理等 の研究 が進 め られ,現 在 で は3Mに1
(Information)の 管理(情 報管理)を 加 え,こ れ らを包括 した 「経営 管理 」 が経営 学 や経営 工
学 の中心的 な一分野 として確 立す るに至 ってい る。 このよ うな経営管理 の発展 は,企 業活動の効
率性 を高 めた一方 で,と もすれば管理 され る実務担 当者 の主体性 あるいは 自律性の低下 を もた ら
す とい う懸念 を生 むよ うにな った[15コ 。 これに関 して今 田[16]は,近 年,行 き過 ぎた管理 機
構 のひず みや亀裂 が集 中的にあ らわれ,管 理の 限界 がいたる ところで露呈 す るようになっている
と している。
それに ともない,担 当者 の主体性 ・能動性を前提 としたアプ ローチ と して,「 支 援 」 の概念 が
注 目され始 めている。 この 「支援」の問題 をテーマ として研 究 してい る学術的研究 グル ープが,
筆者 の属す る 「支援基礎 論研 究会」で ある。 この研究会 によれば,「 支援」 は次 の よ うに定 義 さ
れ る[16]。
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支 援 とは,何 らか の意図 を持 った他者 の好意に対 す る働 きか けで あ り,そ の意 図 を理解
しっっ,行 為 の質 を維持 ・改善 す る一連 のアクシ ョンの ことを いい,最 終的 に他者 のエ ンパ
ワー メ ン トをはかる(こ とが らをなす力 をつ ける)こ とで ある。
上記 の支援基礎論研究 会に より出版 され た 「支援 学(Supportology)」[13]では,下 記 の よ













この よ うに,「 支援」概念 が広 く注 目され る契機 とな ったのは,Gorry&ScottMorton[17]
によ る,構 造 的決定 システ ム(SDS;StructuredDecisionSystem)と意 思 決定 支援 システ ム
(DSS;DecisibnSupportSystem)の区分 か らでは ないか と思 われる。DSSは,企 業 にお け る,
それ までの 「管理」一辺倒 であ った視 点を 「支援」 にも向 けさせ る役割 を果 た した。 しか しなが
ら,DSSが 非構 造的(非 定型的)業 務 に注 目したシステムであるこ とが,皮 肉 に も非 構造 的業
務へ の対 応の難 しさ故,そ の限界 を示 す結 果 とな った。 それ にと もな い,DSS構 築 やDSS研 究
は一 時期 に比較 して停滞 している といわ ざるを得ない状 況にあ る。
しか し,情 報 システム としてのDSSは 停滞 して いて も,「 支援 」概念への アプローチの必要性
の認識 は必ず しも停滞 しているわけではない ものと思 われ る[15コ 。 それは,組 織 に おい て管理
のみ では実務 担 当者の主体的 ・能動 的な行 動を期待 する ことはむずか しく,支 援 によってこれ が
達成 され るので はないか とい う考 え方 を意 味す る。
一方,日 本 企業の組織特性 に 目を向けてみ ると,管 理部 門や管理者 か ら実務担当者へ の意思決
定機能 の権 限委譲が一 つ の特徴 とな ってお り,こ れ によ り環境 の変化や トラブル に迅速 かつ柔軟
に対応す るといわれ る[3],[ll〕 。 そのため,業 務 プロセスにおけ る集権 的 コ ン トロール の拘束
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力 は弱 く,実 務担 当者 間の水平 的 コーデ ィネー ションによ って業務 が遂 行 され ることが多 い。 こ
の ことは,権 限委譲 によ って管理者 が果 たす機 能を相 対 的 に 「control」 か ら 「support」 に近
づけてい ることを意 味す る。職場で のニ コポ ン的な行動 は これを具 体的 に表 してお り,心 理面や
職場環境面 で担当者 を 「支援」 して いる。
一般 に,実 務 担当者 への権限委譲 は,担 当者個人 の 「局所最 適」 を もた らす危険性 が高 いとい
われ る。 この ような局所最適 は,局 所 的な情報 を基 に意思 決定 を行 うため に生 じるため,管 理者
(こ の場合,支 援者 に相 当す る)が 幅広い情報を提供す ることによ り局所最 適 の 回避 を期 待す る
ことがで きる。 これは,情 報提供面 での 「支援」 を意 味す る。
以 上の ことをふ まえ,筆 者[15]は,日 本企業 の組織 におけ る業務 プロセ スを考 えた場 合con-
trol.よ りもsupportの 色合 いが濃い ことに注 目 し,「 支援概念 の二重の適合性」 を指摘 している。
ただ し,こ こでい う 「二重 の適合性」 とは,
① 実務担当者の主体的 ・能動的行動に対する心理面 ・職場環境面での支援
② 実務担当者への権限委譲の際の局所最適を防止するための情報提供面での支援




組織 におけ る権 限委譲,エ ンパ ワーメン トに基づ く実務担 当者 の主体 的 な対応 は,高 橋 の1-I











出典:高 橋伸夫:組 織の中の決定理論,朝 倉書店,p,ll2(1993)
図3高 橋 の1-Ichart[17]
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心度指数 とは,「無関心圏」の大 きさを意味する。無関心圏の中では,組 織の命令が何であるか
について比較的無関心 にそれを受け入れることになるため,無 関心圏が大 きいということは組織
の命令に対 して従順であるが,そ の反面,受 動的で組織の中に受身のスタンスでいることになる。
反対に,無 関心圏が小 さい場合は,よ り頻繁に命令の内容を反問した上で受容するか否かを決め
ることになるため,上 司にとっては従順な部下とい うことではなくなるが,そ の過程で上から与
えられた問題に部下の意見が反映されていくことになる。また,自 ら能動的に問題を見つけて,
それを独自の方法で解決 しようとすることになる[17]。
組織全体が能動的な(無 関心度指数の低い)状 態 にあれば,垂 直的 ヒエラルキー ・コン トロー
ルの拘束力は弱 く,実 務担当者への権限委譲による水平的コーディネーションの果たす役割が相
対的に大 きくなる。日本では,長 期的勤続傾向を前提に したジョブローテーションと実務担当者
の幅広い参加的学習が,こ のような権限委譲の際の局所最適の追求を防止 しているため,水 平的
コーディネーション中心の組織特性が形成 されやすい。 ジョブローテーションと幅広い参加的学
習は,実 務担当者の視野を広げ,局 所的な情報による意思決定から,組 織全体と目的 ・価値を共
有 したもとでの意思決定へと実務担当者を導 くのである。 これは,1-Ichartに おける 「一体化
度指数の高い状態」に相当する。
これ らのことは,高 橋のHchart[17]に おいて低い無関心度指数(能 動性)と 高い一体化
度指数(組 織 との一体化)が 活性化されたメンバーを意味するため,組 織活性化につながる特性
である。 したがって・職場の管理者 にとって,実 務担当者の主体性 ・能動性を低下 させないよう
に配慮 しなが ら,組 織のベク トルに個人のベク トルを近づけることが課題 となる。従来,こ れは
「管理」の問題 として位置づけられていた。 しかし,組 織のベクトルに個人のベ ク トルを近づ け
るために管理 を強化することは,実 務担当者,特 に 「自働化」[18〕,[19]し ている者の主体性
を低下 させる危険をは らんでいる。管理者が具体的な指示 ・命令を提示 し,実 務担当者がその通
りに実行するように管理を行 うことは,受 動的なスタンス(高 い無関心度指数)へ と実務担当者
を導 きやすい。さらに,日 本では,マ ニュアル通り言われたことを言われた通 りに行 うことを嫌
う傾向があるため,管 理の強化は不満を生 じさせる要因ともなる。
そこで,管 理者は実務担当者の主体的な行動を 「支援」(support)す るのである。 その際,
管理者はどのような支援を行うべきなのだろうか?こ の問題については,広 い意味での組織活
性化,こ こでは職場活性化 との関連で考えることができる。すなわち,低 い無関心度指数と高い
一体化度指数を達成す るための支援である。 ・
まず,低 い無関心度指数を達減するための支援であるが,こ れは,権 限委譲を行う際に実務担
当者が主体的 ・能動的に行動するような方向への支援を意味する。そのためには,心 理面と職場
環境面での支援が必要であると考えられる。心理面での支援により,管 理者 と実務担当者が理解
しあい,「 いつでも上司が支援 してくれている」という信頼感を持つことは,実 務担当者の能動
性を高める。 また,職 場内の協力関係,適 度な競争関係,主 体性の尊重等の雰囲気づ くり,そ し
て他部門や トップとのスムーズな関係の形成といった職場環境面での支援 も,実 務担当者の主体
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的 ・能動的対応を行 いやす い ものにす る。 さらに,実 務 担当者 が働 きやす いよ うに物理的環境 を
整備す るとい う支援 もこれ と同様であ る。 特 に近年のITの 発達 にと もな うエ ン ドユ ーザ ー ・コ
ンピューティ ング(EUC)の 進展 によ り,情 報環境 の整備 の側面 で の管理 者 の支 援 は必須 の も
の となっている。 この ことは,職 場内でのPC&LANの 活用 によ り実務 担当者 が 非定 型 的な業
務や情報処理 に能動 的 に対 応す るという意 味 におい て,筆 者 らが提 案 して い る 「OJC;Onthe
JobComputing」[20]の考 え方 と一致す る。
次 に,高 い一体化度指数 を達成 す るための支援 について考えてみ ると,こ れ は,権 限委譲 の際
の局所最適を防止す るための支援 と して位置 づけ ることがで きる。局所最適 の追求 は,局 所的 な
情報を基 に意思決定 を行 うために生 じるものであ って,組 織全体 に共有 され た情報 を基 に意思決
定を行 うとすれ ば,そ れは生 じない可能性 が高い6し たが って,管 理者 は幅広 い視野 に立 って情
報提供 という支援 を行 うことが必要 とな る。 なぜな ら,個 々の実務担 当者 よ りも管理者 は より広
範囲の情報を入手 しやすい立場 にあ るか らであ る。近 年,企 業 において 「情報 の共有化」 に対す
る関心 が高 ま ってい るのは この ためで あ り,そ れ にと もないLAN,WAN,イ ンタ ーネ ッ ト,
イン トラネ ッ ト等 の情報 ネ ッ トワー クの整備 ・活用が急速 に進んでいる。これに関 して トーマス ・
マロー ンは 「従来 の ヒエラルキー構造 の組織 は情報不足の時代 に作 られ た ものであ り,情 報 ネ ッ
トワークが整備 され組織全体 に豊 富な情 報が行 き渡れば,組 織 自体 も個人 を結 んだネ ッ トワーク
型 に変え るべ きで ある」 と してい る[21コ 。
これ らのことは,前 節で述 べた 「日本 の組織特 性 に対す る支援概念 の二重 の適合性」 に相当す
る。 このよ うに,「 二重 に適合 的」 である ことは,三 隅のPM理 論[22]と の対応 づ けで考 え て
みる と,リ ーダー シ ップの2つ の機能(P機 能,M機 能)が と もに 日本 の組 織 で は 「支 援」 中
心で あることを意味 してい る。 すなわ ち,権 限委譲の際の局所最適 を防止 して組織全体 のめざす
方 向でパ フォーマ ンスを発揮す るように幅広 い情報 を提供 する とい う支援 はP機 能 に相 当 し,
実務担当者 の主体性 ・能動 性を基礎 と した水平的 コーデ ィネー ションに対す る心理面 ・職 場環境
面で の支援 はM機 能 に相当す る。 これ は,日 本の組織 において職場 の管理者 の発揮す るリーダー
シップが,管 理 よ りも支援 の色合いが濃 いもので あることを示 してお り,不 明確 な計 画提 示,不
明確 な責任 の所在 とい うネガテ ィブな側面 と,実 務担当者 の主体的 ・能動 的な行動,環 境 の変化
や トラブルへ の迅速 かつ柔 軟な対応 とい うポジテ ィブな側面の両面 において表 れてい る。
さ らに,高 橋 の1-Ichart[17]に おいて,① の心理面 ・職場環 境 面 での支 援 は無 関心 度指数
を低 め,② の情報提供 は一 体化度指数を高め る役割を果たす こ とは前述 の通 りである。これより,
上記 の 「日本 の組織特性 に対す る支援概念 の二重 の適合性」 は,PM理 論[22],1-Ichart[17]
のそれぞれ2つ の軸 と対応 づ け られ,.日 本の組織 にお ける管理者 の リーダー シップ,組 織 活性化
を捉 える際 の枠組 みに もな りうるもので あることがわか る。
しか し,こ れまで 「支援」 の概念 は 「管理」 に比較 して あま り表面 に表 れて こなか った。 それ
は,テ ーラー,フ ォー ド以 来,管 理 中心の考え方が定着 してきたこ と,ま た 日本 よ りも管 理が徹
底 しているアメ リカを軸 と して経営学,経 営工学,組 織論等 の研究 が進 め られて きた ことに起 因
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しているものと考えられる。すなわち,日 本に焦点を据えたアプローチではなかったのである。
それで も 「支援」概念の位置づけが高まっていくであろうことは,ア メリカをはじめとす る欧米
の企業における組織 情報 システムの両面での分権化の方向性と,日 本企業の組織特性に対する
「支援」概念の二重の適合性を考えれば,容 易に理解される。
5.管 理 と支援の共存
今 日のめまぐるしい企業環境の変化に 「管理」のみで対応することは困難になってお り,主 体
的 ・自律的に行動する実務担当者を 「支援」する体制が必要となってきている。 しか し,こ れに
より管理が不必要となったわけではなく,現 在でも定型的な業務は数多 く存在 し,そ れに対 して
は垂直的なヒエラルキー ・コントロールによる管理が効率的である[15]。 したが って,こ こま
で述べてきたようなことから組織における支援の相対的比重が高まっていくにしても,管 理 と支
援の共存あるいは使い分けが重要になっていく'ものと考え られる。
これに関 して松丸[23]は,こ れか らの経営においては管理と支援の双方が必要であるという
立場か ら,図4の ような管理 と支援の組合わせを表す図を提示 している。その上で,こ の図にお
ける第IV象 限を 「これからの時代の管理と支援の共存の象限」として位置づけ,第 皿1象限から第
IV象 限への シフ トの必要性を論 じている。
さらに筆者は,こ のような管理 と支援の共存に注目し,図5に 示す 「図書館における二段階の
管理一支援モデル」を提案 している。ただ し,こ こでいう 「二段階」 とは,「管理者(支 援者)⇔
担当者⇔利用者」 という二段階の関係を意味する。 これは,管 理 と支援の対象を,図 書館の組織
内部者のみな らず利用者にも拡大することにより,「管理者(支 援者)⇔ 担当者」という関係に加
えて 「担当者⇔利用者」という関係を視野に入れたものである。

















な① 管理&管 理,② 支援&支 援 である。
① 管理&管 理:管 理者が実務担当者を管理 し,実 務担当者が利用者を管理する
② 支援&支 援:管 理者(支 援者)が 実務担当者を支援 し,実 務担当者が利用者を支援する
ここで,こ れらが 「主たる関係」であるのは,管 理は管理を生みやす く,支 援は支援を生みや
すいという考え方に基礎を置いている。 もう少 し詳 しくいえば,① については,利 用者を管理 し
ようとする意識の強い図書館では管理者 と実務担当者の関係 も管理中心になりやすく,ま た管理
者によってきびしく管理 されている担当者は利用者を管理 しようとするようになりやすいことを
意味する。また②については,利 用者を支援 しようとする意識の強い図書館では,利 用者を支援
する実務担当者を管理者は支援するであろうし,管 理者が 日頃,実 務担当者の主体的行動を支援
しているとすれば,担 当者 も利用者を支援するようになるであろうということである。すなわち,
組織内の関係が利用者 との関係 にも反映 し,利 用者に対するスタンスが組織内でも反映されるの
である。
これらの関係から,対 利用者へのサービスという観点において,組 織内でも実務担当者 に対す
る 「支援」を重視すべきことがわかる。なぜな ら,組 織内での実務担当者への支援中心の考え方




期限が過 ぎても借 りた本を返却 しない利用者や,自 己の職責を果たさない実務担当者もいるから
である。 これ らの行動に対 しては,マ ナーやルール等の情報提供面での支援が必要であるが,そ
れだけでは現実には不十分であり,や はり 「管理」が必要 となる。管理によってこれ らの問題を
すべて解決することができるわけではないが,図 書館が快適な空間を維持 し,よ り良いサービス
を提供するためには,管 理 も利用者や実務担当者に対する大切なアプローチの一つなのである。
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この ことは,上 記の 「管理 と支 援の共存」を意味す る。 図書館において,も ちろん一般 的な組
織 において も,管 理が必要 な場面,支 援が必要な場 面がそれぞれ存在す る。そ こで筆者[14]は,
管理 と支援の共存 を前提 とす る と,上 記の① と② の他に次のよ うな2つ のア プローチ(③ と④)
を指摘 す ることができると し・ている。.
③ 管理→支援:実 務担当者による利用者への支援を管理者が管理する
④ 支援→管理:実 務担当者による利用者への管理を管理者が支援する
③ と④ の2つ のアプ ローチを選択肢 と して加え ることによ り,上 記 のよ うな図書 館の現実の状
況下 に おいて も,① の 「管理&管 理」 による管理の強化 を回避す ることが可能 となる。 それは,
管理 の必要 な場 面においては管理を行 うが,支 援と組み合わせ ることによ り,垂 直的 ヒエ ラルキー ・
コ ン トロール色 の濃い 「堅 い組織(tightlycoupledsystem)」[24]を避け,水 平 的コーデ ィネー
シ ョン中心の 「柔 らか い組織(looselycoupledsystem)」[24]をで きる限 り維持 しよ うとす る
考 え方 を意味す る。 これによ り,メ ンバーの 自働化 を支援す ると同時 に,自 働化 されたメ ンバ ー
を支援 す るので ある。 このよ うな二段 階の視点は,何 も図書 館のみな らず,広 く組織一般 におい
て も通 用す る ものでは ないか と考 え られ る。 そ こで次第 では,管 理 と支援 の共 存の考え方 に基づ
く二段 階の視 点 を,組 織一般 における人事 情報 の領域 に拡 張す ることによ り,人 事情報 の役割 に
関す る新 たな視 点を提示す ることを試 み る。
6.「 人事 情 報 に関す る二段 階 の管理 一支援 フ レーム ワー ク」 の提 案
ここまでの議論をふまえると,従 来の管理一辺倒であった視点を支援にも振 り向けることによ
り,管 理と支援の共存を図る必要があることがわかる。なぜなら,組 織において定型的業務の効
率化 には 「管理」が適 しているが,非 定型的業務を中心とした創造的活動には 「支援」が適 して
いるか らである。そこで,前 節で述べた 「図書館における二段階の管理一支援モデル」[14]を,
組織一般における人事情報の領域 に拡張することにより,「人事情報に関する二段階の管理一支
援 フレームワーク」(図6)を 提案する。
図書館において上記の二段階とは 「管理者(支 援者)⇔担当者⇔利用者」を意味 していたが,
人事情報管理を対象にした場合 「人事情報⇔管理者(支 援者)・人事スタッフ⇔実務担当者」 と
いう関係を考え ることになる。 ここで,人 事情報は行動の主体(人 間)で はないが,管 理者(支
援者)や 人事スタッフによる実務担当者への管理や支援を 「支援」する。 そのような意味におい
て,人 事情報は管理者(支 援者)や 人事スタッフを支援するのである。
本研究の提案フレームワーク(図6)は,我 々に下記のような示唆を与えるものである。
① 管理者(支 援者)や 人事スタッフによる実務担当者への働 きかけには,管 理と支援の2つ
(407)管 理 と支援の側面からみた人事情報の役割47
人 事 情 報
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管理者(支 援者),人 事 スタ ッフ
管理 支援




② 人事情報は,「情報提供」という行動の中で,管 理者(支 援者)や 人事スタ ッフを 「支援」
する。
③ 人事情報管理は,人 事情報の管理であって,人 そのものの管理ではない。
さらに,前 述の 「管理の強化は,管 理される実務担当者の主体性あるいは自律性の低下をもた
らす」 という考え方を基礎にすれば,も う一つの示唆が浮かび上がって くる。
④ この提案 フ レームワークにおいて,二 段 階の 「主 た る関係」 は 「支援&支 援」 であ る。
この④が,人 間の知的 ・創造的な活動の支援の基礎をなすものであると考えられる。それと同




ここでは,前 節で提案 した 「人事情報に関する二段階の管理一支援フレームワーク」に基づき,
人事考課の目的の二面性 と二段階の支援 との関係について検討する。
人事考課は,職 務分析 とならんで人事情報管理の核 となるシステムである。アメ リカにおいて
は職務給が一般的であるために,職 務分析の重要性が相対的に高いのに対 して,日 本では従業員
の能力が職能給に反映するため,ア メリカに比較 して人事考課の重要性が相対的に高い。
そのため,日 本の人事考課においては,こ れまで処遇(昇 進 ・昇格,昇 給,賞 与)目 的にばか
り注目が集まる傾向があった。 このことは,人 事考課情報が しばしば 「エンマ帳」的な扱 いをさ
れるところにも具体的に表れている。 しか しなが ら,企 業において人事考課情報は,従 業員の業
績 ・態度 ・能力を体系的に表す唯一の情報であることか ら,処 遇のみならず,教 育訓練 ・能力開
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発(HRD;HumanResourceDevelopment[29])や適正配置等 の積 極 的 な 目的 に活 用 すべ き
ものであ ると考 え られ る。 これに関 して,筆 者は従来の研究[3]に おいて,「 上 司 も部下 も処 遇
の みに注 目す るよ うな ことが しば しば見受 け られ るが,処 遇は人事考課 システムの 目的の一 つに
す ぎず,教 育訓練 や適正配置 による能力開発,能 力 発揮について も忘れては な らない」 と してい






の5つ をあ げ,1)～3)を 処遇 のための考課 目的と して,ま た4),5)を 能力開発,能 力 発 揮 のた
めの考課 目的 と して位置 づけてい る。
以上 のよ うな考 え方 に基づ き,本 研 究の提案 フ レーム ワークと人事考課 の関係 について検討 し
てみ ることにす る。 まず,1)～3)の 処遇 目的では,雇 用管理,賃 金管理等,「 管理」 のた めの情
報 と しての色合 いが強 いことを指摘 す ることができ る。 例えば,人 事 考課情報 を賞与 の額 に反 映
させ る ことを通 して,従 業員 の 日常 の業務 活動を管 理す るのであ る。 もちろん,昇 給 によ り従業
員の生計 を 「支援」す る,ま た昇進 によ り従業 員のモラール ・ア ップを 「支援」す るとい う側面
を指摘す る こともでき るが,や は りその中心は従業員 の 「管理」 にあ るもの と考え られ る。 これ
は,テ ーラー以 来,企 業 にお いて定着 してい る管理 中心 の考 え方 に基 本的に一致 す る。
一方,4),5)の 教育訓練 や適正配 置に よる能力 開発,能 力発揮の考 課 目的 は,基 本 的 に従 業
員 の 「支援」 のための もので ある よ うに思 われる。 なぜ な ら,従 業員 の能力 開発,能 力発揮には,
本人 の主体性,能 動性 が必要 であ り,こ れ には管理 よ りも支援 が適 してい るか らであ る。その背
景 には,管 理 の強化 は従業員 の主 体性,能 動性 を低下 させ る危険性が高 く,支 援 の強化 は能動的
な従 業員(「 自働化」 され たメ ンバ ー)の 主 体的行動 を促進 す るとい う考え方[25]が 存在す る。
前述 の 日本企業 の組織特性 に対す る 「支援概念の二重の適合性」 と,日 本 の 「半水平的組織特性」
[26]① をふ まえ る と,日 本 の組織 にお ける業務 プロセスで は,明 確な指示 ・命令 に基 づ く管理 よ
(1)青 木[11]に よれば,日 本の組織は欧米と同様に垂直構造の形式的内部組織を有 しているとされる。
しかしながら,局 所的問題,特 に緊急の問題に対して従業員の参加により集権的コントロールなしに迅
速かつ柔軟に対応する機能を持つところがら,形 式 的には 「垂直構造」,局 所的問題解決においては
「水平構造」であり,青 木はこれを 「半水平的作業コーディネーション」 と呼んでいる。さらに筆者[3],
[26]は,青 木の指摘に基づき,日 本の組織が水平的 ・分権的業務 プロセスによって環境の変化や トラ
ブルに迅速かつ柔軟に対応するための基礎 となる(こ れは権限委譲の際の局所最適を防止することを意
味する)ラ ンクヒエラルキーによるインセンティブ制度[11]は,皮 肉なことに垂直的な形式的内部組
織構造に支え られているといった矛盾を有 していることを指摘している。その上で,こ のような水平的




これより,人 事考課情報に基づ く教育訓練や適正配置は,従 業員の能力開発,能 力発揮を支援す
るという意味において,本 来,日 本の組織特性を支えるべき存在であることがわかる。
ただし,こ こでいう適正配置には,適 性配置のみならず 「非適性配置」[27]も 含 まれる点 に
注意を要する(図7)。 適材適所の配置 としての適性配置の重要性は今 さら言 うに及ばないが,
従業員の不得意分野の克服によるキ ャリア ・アップや,多 くの部門を経験することによる幅広い
視野 と知識の形成につながる非適性配置 も大切である。特に,上 記のような 日本の組織における
分権的な業務プロセスにおいては,幅 広い視野 と知識が実務担当者への権限委譲の際の局所最適
[28]を 防止するため,非 適性配置の果たす役割は大きい。これは,企 業のベ ク トルに個人のベ
クトルを合わせ込むというイメージから 「管理の強化」 と思われがちであるが,権 限委譲,エ ン
パワーメントを可能にすることの方が注 目されるべき視点であ り,そ のような意味において 「支
援の強化」に相当する。
以上より,人 事情報の核 となる人事考課において,処 遇(昇 進 ・昇格,昇 給,賞 与)を 目的と
した場合は管理に結びつき易 く,教 育訓練や適正配置を目的とした場合は支援に結びつき易いと
いう関係を指摘することができる(図8)。 そして,後 者のHRDの ための考課 目的が 「二段階
の支援」をもたらす と同時に,そ れが実務担当者の主体性 ・能動性を高めるという意味において,
今後さらに重要 となってい くであろうことが示唆される。
しかし,こ れまで人事考課は処遇のためのもの,管 理のためのものというように考える傾向が
強 く,HRD,支 援のためのものとして位置づけられてこなかった。そのために,評 定者 にとっ
ては 「甘 くすれば上司や人事部から甘すぎると言われ,辛 くすれば部下からうらまれて しまう,
厄介なもの」,ま た被評定者にとっては 「自己の処遇に多大なる影響を与える怖い存在」 という
イメージが強かった。 これでは,従 業員に関する貴重な情報を提供するはずの人事考課であって





処遇(昇 進 ・昇格,昇 給,賞 与)一マ⇒ 管 理
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,図8人 事考課の目的における管理と支援
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こういつた傾向は,こ こまでの議論か ら人事考課を処遇 目的や管理のためのものとして位置づ
けることによって生 じるものであることがわかる。そこで,HRDや 支援のための もの として位
置づけ直すことで,評 定者が動機づけられ,そ れにより評定の信頼性が向上 し,さ らに評定者 と
被評定者の信頼関係が形成されるものと思われる。 この信頼関係が基盤となって,人 事考課情報
の積極的活用,有 効活用が期待 されるのである。以上のことをまとめると,図9の ようになる。
図9の 「積極的活用」の側面を,前 節の 「人事情報に関する二段階の管理一支援 フレームワー
ク」に したがって,も う少 し掘 り下げて考えてみると,管 理者(評 定者)が 実務担当者(被 評定
者)の 主体的 ・能動的行動を支援 し,そ の管理者を人事考課情報が支援するという関係を指摘す
ることができる。すなわち,管 理者(こ こでは 「支援者」 と呼ぶ方が適 しているのであるが,一
般的な名称として 「管理者」を用いている)が,人 事考課情報を通 して実務担当者の能力,態 度,
実績 を把握 し(こ れが,人 事考課情報による管理者への支援を意味する),こ れに基づき実務担
当者の適性 ・関心をふまえた支援を行うのである。 また,こ れにより実務担当者の自働化を支援
すると同時に,自 働化 された担当者の主体的 ・能動的行動を支援するわけである。その際に,人
事考課情報が 「管理者による支援を支援する」という意味において,二 段階の支援が発生する。
一方,人 事スタッフが従業員のキャリア ・アップを支援 し,そ の人事スタッフを人事考課情報
が支援するという関係を指摘することもできる。人事スタッフにとって,従 業員の能九 態度,
実績の把握は,と ても重要である。人事考課は,こ れらに関する情報を人事スタッフに提供す る
ことを通 して,人 事スタッフを強力に支援する。さらに,そ の人事 スタッフがこれ らの情報をふ
まえて従業員のキャリア ・アップを支援することは,こ こでいう 「二段階の支援」に相当する。
人事考課情報が人事情報の核となるものであるという位置づけからすれば,こ れは当然であると
はいえ,人 事考課においてもやはり二段階の支援の関係が成立するのである。
その上で,処 遇目的の人事考課は管理密度を高め,教 育訓練 能力開発,適 正配置等,HRD
の考課目的は支援の強化に結びつ くこと,お よび管理の強化は実務担当者の主体性 ・能動性を低
下させる危険があり,支 援の強化はこれらを向上させる働きを持つことをふまえると,HRDの
考課 目的と二段階の支援の対応関係,を してそれが実務担当者の主体的 ・能動的行動をもたらす
ことを指摘することができる。その意味か ら,本 研究の提案フレームワークを通 して人事考課の
目的の二面性を捉えた場合,処 遇目的以上にHRD目 的が重要であることが示唆されるのである。
(411)管 理と支援の側面からみた人事情報の役割51
8.お わ り に
本研究では,組 織におけるエンパ ワーメントや水平的コーディネーションが注目される傾向に
ある今日,「はたして人事情報は人事管理のための ものなのか?」 という問題意識 に基づ き,人
事情報の役割を,「管理」と 「支援」の側面か ら再検討 した。そこで,筆 者の所属す る 「支援基
礎論研究会」による支援研究[13]と,人 事情報 ・人事考課に関する筆者の一連の研究[2]一[8]
をふまえた上で,筆 者の 「図書館における二段階の管理一支援モデル」[14]を 人事情報 の領域
に拡張することにより,「人事情報に関する二段階の管理一支援 フレームワーク」 を提案 した。
このフレームワークは,組 織における人事情報の役割に関 して新たな視点を与えることを意図し
ており,管 理者(支 援者)や 人事スタ ッフによる実務担当者への管理と支援を,人 事情報が支援
するという二段階のプロセスを表現 したものである。
その上で,人 事情報が人的資源の管理のみな らず,人 的資源の支援のためのものであるという
立場から,人 事情報管理は 「情報を管理」するものであ り,そ の情報は人的資源を管理するもの
とは限らないことを示唆した。 さらに,人 事情報の核'となる人事考課において,処 遇(昇 進 ・昇
格,昇 給,賞 与)を 目的とした場合は管理に結びつきやす く,教 育訓練 ・能力開発や適正配置等,
HRDを 目的とした場合は支援に結びつきやすいことを指摘 した。そして,前 者の考課 目的が管
理密度を高め,そ れが実務担当者の主体性 ・能動性を低下させる恐れがあるのに対 して,後 者の
考課 目的は 「二段階の支援」をもたらすと同時に,そ れが実務担当者の主体性 ・能動性を高める
という意味において,今 後さらに重要性を増 していくであろうことを示唆した。
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